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こども家庭庁 
 

 

11月は「乳幼児突然死症候群(SIDS)」の対策強化月間です 
～睡眠中の赤ちゃんの死亡を減らしましょう～ 

 
乳幼児突然死症候群(SIDS)は12月以降の冬期に発症しやすい傾向があることから、こども家庭庁

は、毎年11月を乳幼児突然死症候群(SIDS)の対策強化月間と定め（※）、SIDSに対する社会的関心を

喚起するため、発症率を低くするポイントなどの重点的な普及啓発活動を実施しています。 
（※）対策強化月間は平成11年度から実施しています。 

 

今年度の対策強化月間では、こども家庭庁をはじめ、関係行政機関、関係団体などにおいて、さまざ

まな普及啓発活動を行うなど、SIDSの予防に関する取組等の推進を図ります。 

 

（参考）「赤ちゃんが安全に眠れるように ～1歳未満の赤ちゃんを育てるみなさまへ～（こども家庭庁HP）」 

https://www.cfa.go.jp/policies/boshihoken/kenkou/sids/ 

 

 

＜主な取組＞ 

 

・ SIDSの発症率を低くするためのポイント（次ページ参照）について、ポスターやリーフレットの活用

による全国的な啓発活動を実施。 

〇１歳になるまでは、「あおむけ」に寝かせましょう 

〇無理のない範囲で母乳育児を 

〇保護者等はたばこをやめましょう 

〇乳児のあたためすぎには注意しましょう 

 

・ 「乳幼児突然死症候群(SIDS)診断ガイドライン（第２版）」(平成24年10月公表)の周知・普及 

（別紙１）。 

 

・ 健やか親子21推進本部参加団体（別紙２）に対して発症率を低くするポイントなどの周知や普及に

ついて協力を依頼。 

 

・ 関係行政機関、関係団体等を通じて、医療機関等に対し「乳幼児突然死症候群(SIDS)診断ガイドラ

イン（第２版）」の内容を参考とし、乳幼児の死体検案（死体について死亡の事実を医学的に確認する

こと）を行う際は、SIDSと虐待または窒息事故とを鑑別するために的確な対応を行うことと、必要

に応じて保護者に対し解剖を受けることを勧めるなどの対応を依頼。 

 

【期日】令和８年11月１日（日）から11月30日（月）まで 

【主唱】こども家庭庁 

  

https://www.cfa.go.jp/policies/boshihoken/kenkou/sids/


 

 

 

■SIDSは、それまで大きな異常のきざしがないのに、乳幼児が睡眠中に亡くなってしまう

原因不明の病気で、窒息などの事故とは異なります。 

 

■令和７年には62名の乳幼児がSIDSで亡くなっており、乳児期の死亡原因としては第４

位となっています。 

 
 

 

 

SIDSの予防方法は確立していませんが、以下のポイントを守ることにより、SIDSの発症

率が低くなるというデータがあります。 

 

■１歳になるまでは、「あおむけ」に寝かせましょう 

SIDSは睡眠中に起こります。うつぶせ寝、あおむけ寝のどちらの体勢でも起こっていま

すが、あおむけに寝かせたほうが発症率が低いことが研究でわかっています。医学上の

理由でうつぶせ寝を勧められている場合以外は、赤ちゃんの顔が見えるあおむけに寝か

せましょう。睡眠中の窒息事故を防ぐ上でも有効です。 

 

■無理のない範囲で母乳育児を 

母乳で育てられている赤ちゃんのほうが、SIDSの発症率が低いことが研究でわかって

います。様々な事情があり、すべての人が母乳育児ができるわけではありません。授乳に

関して少しでも不安を感じる場合は、病院や保健センターなどに相談してみましょう。 

 

■たばこはやめましょう 

たばこもSIDSの発生要因のひとつであるといわれています。赤ちゃんのそばにいる人が

たばこを吸うことは、SIDSの発症率を高くすることがわかっています。また、妊娠中であ

っても、妊婦自身の喫煙、まわりの人が吸ったたばこの副流煙を妊婦が吸う「受動喫煙」

は、生まれた後にSIDSの発生要因になります。こどもに関わるすべての大人は喫煙をや

めましょう。 
 

■あたためすぎには注意しましょう 

赤ちゃんの過度な保温によって、SIDSの発症率が上がります。赤ちゃんの胸元を触って

みて、汗ばんでいる場合には、着るものや室温で調整しましょう。 
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乳幼児突然死症候群死亡者数の推移

（人口動態統計）

SIDSとは 
 

乳幼児突然死症候群(SIDS)発症リスクを低くするためのポイント 
 



 

別紙１ 乳幼児突然死症候群(SIDS)診断ガイドライン（第２版） 

        https://www.cfa.go.jp/policies/boshihoken/kenkou/sids/guideline 

別紙２ 健やか親子21推進本部参加団体 

別紙３ 普及啓発用ポスター（発症率を低くするポイント） 

別紙４ 普及啓発用リーフレット（発症率を低くするポイント） 

 

 

 
【本件連絡先】 

こども家庭庁成育局母子保健課 古谷、福水 

電話 03-6862-0５０６ 

https://www.cfa.go.jp/policies/boshihoken/kenkou/sids/guideline






健やか親子 21 推進本部参加団体一覧（令和８年 10 月 15 日時点） 

 団体名 

1 NPO 法人 SIDS 家族の会 

2 社会福祉法人 恩賜財団母子愛育会 

3 公益社団法人 国民健康保険中央会 

4 日本子ども健康科学会（子どもの心・体と環境を考える会） 

5 認定 NPO 法人 児童虐待防止協会 

6 公益財団法人 性の健康医学財団 

7 全国児童相談所長会 

8 全国児童心理司会 

9 社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

10 全国児童心理治療施設協議会 

11 公益社団法人 全国助産師教育協議会 

12 公益社団法人 全国保育サービス協会 

13 全国保健所長会 

14 全国保健師長会 

15 全国養護教諭連絡協議会 

16 認定 NPO 法人 難病のこども支援全国ネットワーク 

17 公益社団法人 日本医師会 

18 公益社団法人 日本栄養士会 

19 一般社団法人 日本家族計画協会 

20 公益財団法人 日本学校保健会 

21 公益社団法人 日本看護協会 

22 一般社団法人 日本公衆衛生学会 

23 公益社団法人 日本産科婦人科学会 

24 公益社団法人 日本歯科医師会 

25 一般社団法人 日本思春期学会 

26 一般社団法人 日本児童青年精神医学会 

27 公益社団法人 日本小児科医会 

28 公益社団法人 日本小児科学会 

29 一般社団法人 日本小児看護学会 

30 一般社団法人 日本小児救急医学会 

31 公益社団法人 日本小児保健協会 

32 一般社団法人 日本助産学会 

33 公益社団法人 日本助産師会 

34 一般社団法人 日本性感染症学会 

35 日本赤十字社 

別紙２ 



36 日本タッチケア協会 

37 一般社団法人 日本保育保健協議会 

38 社会福祉法人 日本保育協会 

39 公益社団法人 日本母性衛生学会 

40 公益社団法人 日本産婦人科医会 

41 一般社団法人 日本母乳の会 

42 公益社団法人 日本薬剤師会 

43 公益社団法人 日本理学療法士協会 

44 公益財団法人 母子衛生研究会 

45 公益社団法人 母子保健推進会議 

46 公益社団法人 日本小児歯科学会 

47 一般社団法人 日本小児総合医療施設協議会 

48 一般社団法人 日本周産期・新生児医学会 

49 一般社団法人 日本学校保健学会 

50 一般社団法人 日本小児神経学会 

51 一般財団法人 日本食生活協会 

52 一般社団法人 全国病児保育協議会 

53 一般社団法人 性と健康を考える女性専門家の会 

54 一般社団法人 日本外来小児科学会 

55 一般社団法人 日本糖尿病・妊娠学会 

56 一般社団法人 日本母乳哺育学会 

57 公益社団法人 日本女医会 

58 公益社団法人 日本産業衛生学会 

59 一般社団法人 日本泌尿器科学会 

60 一般社団法人 日本臨床心理士会 

61 全国母子保健推進員等連絡協議会 

62 一般財団法人 児童健全育成推進財団 

63 すくすく子育て研究会 

64 公益財団法人 母子健康協会 

65 日本生殖看護学会 

66 日本乳幼児精神保健学会 

67 公益財団法人 健康・体力づくり事業財団 

68 U-COM （JFPA 若者委員会） 

69 日本小児突然死予防医学会 

70 公益社団法人 日本新生児成育医学会 

71 全国乳児福祉協議会 

72 全国児童養護施設協議会 

73 全国母子生活支援施設協議会 



74 全国保育協議会 

75 全国保育士会 

76 日本ピアカウンセリング・ピアエデュケーション研究会 

77 一般社団法人 日本育療学会 

78 一般社団法人 全国訪問看護事業協会 

79 一般社団法人 日本小児外科学会 

80 日本母子看護学会 

81 NPO 法人 日本ラクテーション・コンサルタント協会 

82 NPO 法人 子ども療養支援協会 

83 一般財団法人 電気安全環境研究所 

84 一般社団法人 日本小児心身医学会 

85 京都大学 大学院医学研究科 社会健康医学系専攻 

86 一般社団法人 誕生学協会 

87 ＮＰＯ法人 三重県生涯スポーツ協会 

88 日本周産期精神保健研究会 

89 公益社団法人 日本公認心理師協会 

90 日本夜尿症・尿失禁学会 

91 公益社団法人 日本精神神経学会 

92 一般社団法人 日本言語聴覚士協会 

93 日本周産期メンタルヘルス学会 

94 一般社団法人 日本母性看護学会 

95 公益社団法人 桶谷式母乳育児推進協会 

96 NPO 法人 子育てひろば全国連絡協議会 

 








